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放送の「公共性」
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• 放送法は健全な⺠主主義の発達への貢献を放送に期待し、放送に携
わる者の職責を規定
• 放送はこれまでのメディア環境を前提にして、
①受信料を財源とするＮＨＫと広告収⼊を財源とする⺠間放送によって（⼆本
⽴て体制）
②複数の放送局が安定的に（多元性）
③地域に根ざして（地域性）
④専⾨職能としての倫理に従い（ジャーナリズム・専⾨性）
⑤多様で質の⾼い番組を制作・編集し放送（多様性・質の確保）
として現実に国⺠の間に普及し、⾼度化してきた

• 同時・同報の信頼される基幹的メディアとして公衆(public)を包摂・
形成＝放送の「公共性」
• 災害放送等は、放送の公共性の要件ではなく帰結
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今後の放送制度を考える視点
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• 社会の変化と放送制度
• ⼈⼝構造の変化：⼈⼝減少・少⼦⾼齢化・世帯数減少と単⾝世帯割合の増加
• 地域社会の変容：都道府県単位の意義、県庁所在都市⼈⼝の⽐率増加、圏域などの広域
連携

• 「ひと」と「インフラ」：⽣産年齢⼈⼝の減少と獲得競争、インフラの⽼朽化と更新
• 社会のデジタル化：デジタル空間の事象の報道、データジャーナリズム、若者世代のテ
レビ離れ

• 価値観の多様化とデジタル情報空間内の対⽴の激化
• アテンション・エコノミー（⼭本⿓彦）
• 情報空間への介⼊の必要（曽我部真裕）

• 構成員の相互理解・対話を促進し、
安定的・持続的に「公衆」を形成するために、
社会インフラとしての放送への期待は⼤きい

• 放送がそのような期待に応えられるようにすることが今後の放送制度の論点

• 国⺠の間に広く普及
• 視聴者・社会の側のコスト⼩
• 多元的な主体による社会⽣活の
基本的情報の供給

• ジャーナリズム
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令和6年改正放送法

3https://www.soumu.go.jp/main_content/000931159.pdf
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デジタル空間における情報流通の全体像を踏まえて、
公共放送を公共メディアへと拡張する令和6年改正放送法に加えて、
放送の全体を制度として国家が維持する意義を問い直し、
放送に期待される役割・責務をより良く果たしうるよう、
社会のニーズや事業者のインセンティブを含めた、
「放送」制度の⾒直しが必要ではないか



「放送」の概念
• 平成22年改正放送法による、無線通信から通信⼀般への拡⼤
→放送概念は、伝送路から離れて、所与の「公衆」への同時・同報
に⼒点が置かれて理解されることになった
• デジタル空間における公衆の断⽚化
→将来的には、伝送路に関わりなく、「公衆」形成に向けた、機能
的に同時・同報と理解できる公共的な情報発信サービス（放送事業
者が放送に関連して⾏うもの、新たな主体が⾏うもの）を、「放
送」として位置付けることもできるのではないか
• 当⾯の問題として、条件不利地域に向けた放送番組のインターネッ
ト配信を、条件不利地域の公衆の公共的情報のニーズを充⾜するも
のとして、現在の放送に準ずるものとして取り扱うことを検討して
はどうか
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放送に期待される役割と放送規律
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放送に期待される役割・機能と放送規律
• 実体的規律：番組準則と番組編集の⾃律
• ⼿続・組織的規律：番組基準の策定、番組審議機関
• 上記規律により放送に期待される役割・機能が発揮されることを前提に、伝送路
の確保

• 基幹放送：基幹放送普及計画、あまねく責務

• いわゆるプロミネンス
• 著作権処理
• 多元性確保、NHKの協⼒義務
• 新たな論点
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デジタル空間において「放送」が果たすべき
役割・機能との関連での追加



新たな論点の例
•「放送」（放送番組、公衆形成に向けた放送番組のインター
ネット配信、その他）について、データガバナンスとセットで
の、個⼈情報等の取扱いに関する特例→放送・通信を横断した
⼀体的な利⽤、メディア価値の向上のための主体間の共同利⽤、
データの公共的な活⽤等を認めてはどうか
•「放送」の主体がアテンション・エコノミーに取り込まれない
ようにする→基幹放送について総合編成・「番組」⽐率を維持
しつつ、地域情報の位置付け等を⾒直してはどうか
•基幹放送の役割確保→デジタル空間の情報流通において真正
性・信頼性を確保する規律、基幹放送の番組が正しく公衆に届
くよう放送以外の主体が協⼒する規律等を検討してはどうか
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